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自殺対策における大きな動きは、平成 18 年の自殺対策に関する初めての法律で
ある「自殺対策基本法」に始まりました。翌平成 19 年に、その指針である自殺総
合対策大綱が策定され、自殺対策を総合的に推進してきました。

平成 24 年には、自殺総合対策大綱が見直しされ、冒頭には「誰も自殺に追い込
まれることのない社会の実現を目指す」と明示され、自殺に対する３つの基本認識
として「自殺は、その多くが追い込まれた末の死」「自殺は、その多くが防ぐこと
ができる社会的な問題」「自殺を考えている人は何らかのサインを発していること
が多い」と掲げられています。

現在の秋田県の実態としては、平成 24 年の自殺率（人口 10 万人対）は 27.6（全
国平均 21.0）と、平成７年から 18 年連続全国１位となっており、本市における
自殺率も、一貫して県よりも低い数値で推移しているものの、全国平均を上回って
推移している状況です。

市民一人ひとりが、かけがえのない「いのち」の大切さを考え、ともに支えあう
地域社会の実現を目指すためには、国、地方公共団体、関係団体および民間団体等
の取組並びに相互の連携・協力を推進するとともに、地域レベルの実践的な取組を
中心とする自殺対策の必要性があります。
「自殺対策を考える議員の会」では、本市における自殺の現状を認識したうえで、

自殺に追い込まれる人を減らし、家族を亡くした人たちを支えていくため、『秋田
市民の心といのちを守る自殺対策条例』を制定しました。

本条例では、市、事業主、学校等、市民および議会の役割や責務を定め、全ての
市民が幸せに暮らせる社会を築くために、民・学・官の連携による「秋田モデル」
の更なる取組により、自殺対策を総合的に推進していくこととしております。

条例制定の過程においては、市民の皆様からのご意見や有識者の方々からの貴重
な提言等を頂き、この条例の制定に至ることができましたことに、改めて感謝を申
し上げます。

     平成26年4月1日
秋田市議会自殺対策を考える議員の会

は  じ  め  に

条例制定の背景等
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●総括………………………………４人
●条例関係… ……………………６人
●パブコメ関係…………………５人
●有識者会議、運営関係……５人

（9人）

）

●自殺対策条例策定のための体制

協力要請しました

有識者会議の様子

氏　名 役　　　職
座長 本橋　豊 秋田大学副学長

松本和人 秋田弁護士会 副会長
渡邊　毅 秋田青年会議所 監事
嵯峨裕也 秋田魁新報社 営業部

佐藤久男 NPO法人
蜘蛛の糸理事長

進藤光子 秋田市教育委員会委員長

内藤信吾 市立秋田総合病院
精神科医長

大塚妙子 秋田市社会福祉協議会
事務局長

（順不同　敬称略）

●条例制定までの手順

自殺対策条例ができるまで

自殺対策を考える議員の会執行機関

役  員  会（９人）

条 例 素 案

条 例 原 案

条例案を議会に提案
自殺対策を考える議員の会全員で提案    

平成25年9月3日

条例の可決
平成25年9月26日

ワーキングチーム

有 識 者 会 議
（平成25年5月29日開催）

自殺を考える議員の会会員（議員20人）
　自殺対策に関する取り組みについて、会員の意見
等を聞きました。

有識者会議の開催
平成25年5月29日

　素案に対する意見等を
いただきました。

パブリックコメントの実施
平成25年6月7日～6月28日
　市民から素案に対する
意見等をいただきました。

平成 25 年 9 月 30 日公布
平成 26 年 4 月 1 日施行

役 員 会 が 作 成

役 員 会 が 作 成

自殺を考える
議員の会会員

　素案に対して会員から
意見等を聞きました。

自殺を考える
議員の会会員

　原案に対して会員から
意見等を聞きました。

執行機関

　原案について執行機関
と協議しました。

ワーキングチームの役割担当
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条 例 の 位 置 づ け

平成18年10月28日施行

平成19年６月８日　閣議決定
平成24年８月28日　閣議決定（見直し）

日 本 国 憲 法

秋田市民の心といのちを守る自殺対策条例

秋 田 市 総 合 計 画

第2次健康あきた市21
　（計画期間　H25～34）

秋田市地域福祉計画

WHO自殺予防ガイドライン

平成20年10月31日　自殺総合対策会議決定

自殺対策加速化プラン

平成21年11月27日　自殺対策緊急戦略チーム策定

自殺対策100日プラン

平成22年2月5日　自殺総合対策会議決定

いのちを守る自殺対策緊急プラン

健 康 日 本 21（第2次 ）
（計画期間　H25～34）

第2期健康秋田21計画
（計画期間　H25～34）

自 殺 対 策 基 本 法

自殺総合対策大綱

秋田市民の心といのちを守る自殺対策条例のイメージ
目　的

◦自殺は防ぐことができる問題として取り組む
◦社会的要因等からの多角的な分析と地域レベルの実践的
　な取組
◦事前予防、危機対応、事後対応への効果的な施策の実施
◦市と民間団体等との密接な連携の下に実施

「施策の策定・実施」
「関係機関との連携強化」
「各種相談窓口の充実」

「児童・生徒・学生の心身の健康保持」
「いじめの防止や早期発見」

「雇用する労働者の心身の健康保持」

「市の施策の監視と評価・提言」

学校等

事業主

秋田市

「一人ひとりが自殺対策の担い手」

市民一人ひとりがかけがえのない
「いのち」の大切さを考え、ともに
支え合う地域社会の実現

議　会

自殺対策における基本理念

それぞれの役割 基本的施策と推進体制
◎基本的施策
・自殺の実態を明らかにする取組
・市民一人ひとりの気付きと見守りを促す取組
・早期対応の中心的役割を果たす人材を養成
する取組
・心の健康づくりを進める取組
・適切な精神科医療が受けられるようにする
取組
・自殺を防ぐ社会的な取組
・自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ取組
・遺（のこ）された者への支援を充実させる取組
・民間の団体との連携を強化する取組

◎推進体制
・自殺対策ネットワーク会議の設置

民・学・官が連携して自殺対策に
取り組む「秋田モデル」を推進

市　民
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年 度 月　　日 内　　　　　容
19 １２月２５日 総　会、自殺対策を考える議員の会を結成（議員37人）

２月１２日 役員会【今後の活動】

20 ４月２日 講演会の開催【講師：秋田大学医学部長 本橋豊 氏】
１２月９日 役員会【今後の活動】
３月６日 役員会【今後の活動】

21 ３月２４日 自殺対策を考える議員の会講演会および意見交換会の開催
【講師：秋田大学医学部准教授 佐々木久長 氏、秋田グリーフケア研究会代表 涌井真弓 氏】

１２月２２日 役員会【今後の活動】
２月１８日 自殺対策を考える議員の会講演会および意見交換会

23

６月２１日 自殺対策を考える議員の会を再結成（議員21人）
７月１日 総　会
８月３日 役員会【今後の活動】
８月２３日 自殺対策を考える議員の会講演会の開催【講師：秋田大学大学院医学系研究科長・医学部長 本橋豊 氏】
１１月７日 自殺対策を考える議員の会懇談会の開催【講師：秋田大学大学院医学系研究科長・医学部長 本橋豊 氏】
１２月２０日 役員会【今後の活動】

24

５月２４日 東京都日野市を視察し、日野市自殺総合対策推進条例を調査
７月１２日 役員会
９月６日 総　会【視察報告、本市の自殺対策の現状報告】
１１月３０日 役員会【今後の活動】
１２月１９日 役員会【条例制定に向けた協議】
２月１５日 総　会【条例の制定に向けて条例素案】

25

４月２６日 総　会【条例の素案】、役員会【条例の素案協議】
５月８日 役員会【有識者会議、パブコメ協議】
５月１３日 有識者会議出席予定者と打合せ
５月１７日 役員会【有識者会議、パブコメ協議】
５月２７日 役員会【有識者会議、パブコメ協議】
５月２９日 条例制定に向けた有識者会議開催
６月７日～２８日 条例案に対するパブリックコメントを実施
７月１６日 役員会【条例案の協議】
７月２２日 役員会【条例案の協議】
７月２４日 役員会【条例案の協議】
８月９日 総　会【条例案の協議】
８月１９日 役員会【条例案の協議】
８月２１日 役員会【条例案の最終協議】
８月２７日 総　会【最終条例案】、議長へ条例案提出
９月３日 本会議【本会議で提案説明】
９月２０日 厚生委員会【役員が説明員として出席】
９月２６日 本会議【全員一致】
９月３０日 条例公布
１０月８日 役員会【今後の活動】
１０月１１日 役員会【今後の活動】
１１月６日 役員会【今後の活動】

26 ４月１日 条例施行

年 度 月　　日 内　　　　　容
20 ９月10日 自殺予防街頭キャンペーン参加（世界自殺予防デー）【JR秋田駅・ぽぽろーど、主催：秋田ふきのとう県民運動実行委員会】

21
９月10日 自殺予防街頭キャンペーン参加（世界自殺予防デー）
９月２６日～２７日 いのちを守り、いのちを支える全国フォーラム参加（秋田市で開催）
１０月３１日 市民と語る「いのちの再発見」フォーラム参加
12月１日 自殺予防街頭キャンペーン参加（いのちの日）

22

９月１０日 自殺予防街頭キャンペーン参加（世界自殺予防デー）
９月１８日 秋田ふきのとう県民運動大会参加
１０月１６日 秋田市の自殺問題を考える市民フォーラム参加
１２月１日 自殺予防街頭キャンペーン参加（いのちの日）
３月１日 自殺予防街頭キャンペーン参加（秋田県いのちの日）

23

９月９日 自殺予防街頭キャンペーン参加（世界自殺予防デー）
１０月15日 秋田ふきのとう県民運動大会参加
１２月１日 自殺予防街頭キャンペーン参加（いのちの日）
３月１日 自殺予防街頭キャンペーン参加（秋田県いのちの日）

24
９月１０日 自殺予防街頭キャンペーン参加（世界自殺予防デー）
１１月３０日 自殺予防街頭キャンペーン参加（いのちの日）
３月１日 自殺予防街頭キャンペーン参加（秋田県いのちの日）

25

９月１０日 自殺予防街頭キャンペーン参加（世界自殺予防デー）
１０月２０日 秋田ふきのとう県民運動大会参加
１１月２９日 自殺予防街頭キャンペーン参加（いのちの日）
２月28日 自殺予防街頭キャンペーン参加（秋田県いのちの日）

■「秋田市民のいのちと心を守る自殺対策条例」の制定に向けた活動状況等

■自殺対策を考える議員の会の活動

自殺対策を考える議員の会活動状況

自殺予防街頭キャンペーン

厚生委員会（平成25年9月20日）
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　　　秋田市民の心といのちを守る自殺対策条例
目次
　前文
　第１章　総則（第１条―第10条）
　第２章　基本的施策（第11条―第20条）
　第３章　推進体制（第21条）
　第４章　雑則（第22条）
　附則
　秋田市民憲章にもうたわれているとおり、このまちで暮らす市民一人ひとりが、健康で明るく豊かな住みよいまち
を目指す、それが私たちの願いです。
　しかし、残念なことに、近年、我が国においては自殺による死亡者数が高い水準で推移し、自殺が重大な社会問題
となっており、それは本市においても例外ではありません。
　これまで個人的な問題として捉えられがちであった自殺については、その多くが個人だけの努力ではどうすること
もできない「追い込まれた末の死」であり、およそ個人の問題とは言い切れません。
  本市では、既に、民・学・官が連携した自殺対策における秋田モデルと言われる取り組みが進んでおりますが、さ
らに機運を高めていかなければなりません。
　自然環境豊かなこのまちで、全ての市民が幸せに暮らすという考えの下、自殺を取り巻く要因および環境について
市全体で解決を図り、一人ひとりが「一人のいのち」を大切にし、自殺対策の担い手としてともに支え合う秋田市を
つくり上げていくことを目指し、ここに秋田市民の心といのちを守る自殺対策条例を制定します。
　　　第１章　総則
　 （目的）
第１条　この条例は、自殺対策について、基本理念を定め、市、事業主、学校等、市民および議会の責務を明らかに

するとともに、自殺対策に係る施策に関し必要な事項を定めることにより、市民個人およびその親族等の心情およ
び立場に配慮しつつ、自殺対策を総合的に推進し、もって市民一人ひとりがかけがえのないいのちの大切さを考え、
ともに支え合う地域社会の実現に寄与することを目的とする。

　 （基本理念）
第２条　自殺対策は、自殺対策基本法（平成18年法律第85号）第８条に規定する基本的かつ総合的な自殺対策の大

綱に定められた自殺総合対策における基本認識を踏まえ、自殺は防ぐことができる問題として取り組まれなければ
ならない。

２　自殺対策は、自殺について個人の問題としてのみでなく、地域的および社会的な要因等から多角的に問題点を分
析し、地域レベルの実践的な取組を含めた措置を講じることにより、推進されなければならない。

３　自殺対策は、自殺の事前予防および自殺発生の危機への対応として取り組むとともに、自殺又は自殺未遂が発生
した場合における事後対応の効果的な施策として実施されなければならない。

４　自殺対策は、市と国、他の地方公共団体、医療機関、事業主、学校等、市民、自殺の防止等に関する活動を行う
民間の団体その他の関係する者との密接な連携の下に実施されなければならない。

　 （市の責務）
第３条　市は、前条に定める基本理念にのっとり、関係機関と連携し、市の状況に応じた施策を策定し、実施するも

のとする。
２　市は、市民の経済的および精神的な問題のほか生活上の悩みに関する相談等について、各種窓口の充実および業

務の連携により適切な対応をするものとする。
３　市は、常に市内の自殺問題に関する状況および情報について分析し、緊急を要する場合は、速やかに対応するも

のとする。
４　市は、自殺対策の担い手である市職員等が、心身の健康を保持しながら職務に従事することができるよう、配慮

するものとする。
　 （事業主の責務）
第４条　事業主は、自殺対策に取り組む当事者としての意識を持ち、市および関係機関と連携し、その雇用する労働

者の心身の健康を保持するために適切な措置を講ずるよう努めるものとする。
２　福祉、医療、教育その他のサービスを提供する事業主は、特に自殺対策に取り組む意識を持ち、自殺に対する正

しい理解を深め、市および関係機関と連携しながら、当該サービスの利用者の心身の健康を保持するために適切な
措置を講ずるよう努めるものとする。

　 （学校等の責務）
第５条　学校等は、市、関係機関、保護者等と連携し、児童、生徒又は学生の心身の健康を保持するとともに、教職

員等が心身の健康を保持しながら職務に従事することができるよう、適切な措置を講ずるものとする。
２　学校等は、常にいのちの尊さを学ぶ機会を設けるよう努めるものとする。
３　学校等は、児童、生徒又は学生からの心の迷い等のサインを見逃すことなく、適切に対処するものとする。
４　学校等は、いじめと自殺との因果関係を過小に評価することなく、いじめの防止および早期発見に努めるととも

に、いじめの対策に万全を期するものとする。
　 （市民の責務）
第６条　市民は、自殺対策に深い関心と正しい理解を持ち、一人ひとりが自殺対策の担い手となるよう努めるものと

する。
　 （議会の責務）
第７条  議会は、自殺対策に関する市の施策が効果的に推進されるよう監視および評価を行うとともに、必要な提言
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等を行うものとする。
　 （名誉および心情ならびに生活の平穏への配慮）
第８条　市は、自殺対策を実施する上で、自殺者、自殺未遂者および自殺のおそれがある者ならびにそれらの親族等

の名誉および心情ならびに生活の平穏に十分配慮しなければならない。
　 （財政上の措置）
第９条　市は、この条例の目的を達成するため、必要な財政上の措置を講じなければならない。
　 （報告）
第10条　市は、毎年度、市における自殺の概要および施策の実施状況を議会に報告しなければならない。
　　　第２章　基本的施策
　 （自殺総合対策事業計画）
第11条　市は、この条例の目的を達成するため、自殺総合対策事業計画を取りまとめ、総合的な自殺対策を実施し

なければならない。
２　前項の自殺総合対策事業計画は、地域における自殺の実態を把握し、その実情に応じた自殺対策を総合的に推進

するため、次に掲げる事項について定めるものとする。
　 （ 1 ） 自殺の実態を明らかにする取組
　 （ 2 ） 市民一人ひとりの気付きと見守りを促す取組
　 （ 3 ） 早期対応の中心的役割を果たす人材を養成する取組
　 （ 4 ） 心の健康づくりを進める取組
　 （ 5 ） 適切な精神科医療が受けられるようにする取組
　 （ 6 ） 自殺を防ぐ社会的な取組
　 （ 7 ） 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ取組
　 （ 8 ） 遺

のこ

された者への支援を充実させる取組
　 （ 9 ） 民間の団体との連携を強化する取組
　 （10） 前各号に掲げるもののほか、自殺対策につながる取組
　 （自殺の実態の調査研究等）
第12条　市は、自殺の実態を明らかにするため、調査研究を推進し、情報の収集、整理、分析および提供を行うも

のとする。
　 （市民の理解の増進）
第13条　市は、教育活動、広報活動等を通じて、自殺の防止等に関する市民の理解が深まるよう必要な施策を講ず

るものとする。
　 （人材の確保等）
第14条　市は、自殺対策を推進するため、適切な人材を確保し、その養成および資質の向上に必要な施策を講ずる

ものとする。
　 （心の健康づくりに係る相談体制の整備）
第15条　市は、心の健康の保持および増進のため、職場、学校、地域等におけるあらゆる機会において、市民から

の相談に対応することができる体制の整備に必要な施策を講ずるものとする。
　 （医療の提供体制の整備）
第16条　市は、自殺のおそれがある者の早期発見に努めるとともに、必要に応じて医療機関と連携し、適切な医療

が受けられる体制の整備に必要な施策を講ずるものとする。
　 （自殺対策の社会的な取組に係る連携体制の整備）
第17条　市は、自殺対策推進の社会的な取組として、各種相談窓口の機能の充実を図るとともに、関係機関等との

連携体制の整備に必要な施策を講ずるものとする。
　 （自殺未遂者等に対する支援）
第18条　市は、自殺未遂者および自殺のおそれがある者が自殺を図ることのないよう、適切な支援を行うために必

要な施策を講ずるものとする。
　 （自殺者の親族等に対する支援）
第19条　市は、自殺者又は自殺未遂者の親族等が感じる複雑な心情に配慮し、当該親族等が偏見、誤解等により不

利益を被らないよう、適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。
　 （民間団体との連携の強化）
第20条　市は、地域における民間の団体が行う活動に関し、自殺の防止を目的とする活動のほか、関連する分野の

活動についても自殺対策に関与し得ることを理解した上で、民間の団体との連携を強化し、必要な施策を講ずるも
のとする。

　　　第３章　推進体制
　 （自殺対策ネットワーク会議）
第21条　市は、自殺対策が関係機関等による密接な連携の下に実施されるようにするため、自殺対策に関係する行

政機関、民間の団体、学識経験者、市民等をもって構成する自殺対策ネットワーク会議を置く。
　　　第４章　雑則
　 （委任）
第22条　この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則
　この条例は、平成 26 年４月１日から施行する。
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